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労働時間の弾力化
二　神　恭　一
　最近，労働時間短縮がアメリカ，西ヨーpヅパなどで犬きなトピックにたっ
ていて，活発な論議がおこなわれ，また現実の様々の動きがみられ乱その最
たるものは，1984年の春から夏にかげての西ドイツでの週35時間制をめぐって
の労使の激しい抗争であろうu1。労働時聞短縮問題は，海外でのそうLた情勢
とも連動して，日本でも浮上Lてきたように思㌔少なくとも今後労使関係上
の重要懸案として，大きな問題となることが予想される。
　ところで，アメリカ，西ドイツでは労働時閻間題とLて・時聞短縮とともに・
労働時間の弾力化，フレッキシプルな労働時間の導入も重要なテーマであり・
様々な議論，提案があり，また現実の動きがあるのである。’ただ，目本では労
働時間の弾力化の間題はほとんど論じられることがなかっれけれども・日本
の企業でもこうLた事態がすでに多様なかたちで相当に進捗しており1改めて
労働時間の弾力化の観点から事態をながめ，整理しておくことは必要であろう。
Lかも，フレヅキシブルな労働時問の導入は時間短縮とも密接にむすびついて
いる。労働時問の短縮が，同時に弾力化である場合が少なからず，みられるわ
けである。したがって，労働時問の短縮のみをとり上げることは片手落ちにな
る結果とたり，事態を正当に扱ったことにならない。2つの観点から事態をな
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がめる必要があるのである。ただ，日本には，固定的労働時問制の考え方が非
常につよく，就業規貝聰では労働の始業時刻と終業時刻はその絶対的必要記載事
項になっている，といった間題もある②。
注（／〕二神稿，波乱を含む西欧の労使関係，通産ジャーナル，第17巻10号，昭和59年10
　　月。
　（2）関口功薯，労務管理要論，同友館，昭和58年。
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　それでは，フレッキシブルな労働時間とはなにか。労働時間の弾力化とはい
かなる事態をさすのか。今日，労働時間に関しひろくみられるのは，集団主義
でとり決められた，画一的な固定的な規制ないL管理である。たとえぱ，労働
協約や就業規貝口をみると，「始業時刻午前8時30分」，「終業時刻午後5時30分」
といった，すべての労働者に対し，画一的な労働時間管理をおこなっていると
ころが多い。そして，時間短縮も画一的にすすめられる。
　これらに対し，ブレッキシブルな労働時問とは，R・シュルツによると，r毎
日の労働時閻の開始と終了がもはや全労働考にとって固定的ではなく，個々の
労働者はかれの労働時間のはじめと終わりをある程度，自主的に決定できる」ω
ものをいう。この種の労働時問管理において，労働者は必ずしも同じ始業時刻，
同一の終業時刻をもたたい。シュルツの定義では，1日の労働時問が念頭に置
かれているが，週労働時間についても，この意味での弾力化が考えられよう。
それぱかりか，年閻労働時敵こついても，さらに生涯労働時間についてもフレ
ッキシブルな規制ができる。
　フレッキシブルな労働時間の制度のもとでは，シュルツによると，労働老は
ある程度，自らの労働時閻のはじめと終わりを自主的に決定できる，というこ
とであった。だが，この自主性は一定の枠のなかでぱあるが，比較的大きい場
合もあれぱ，ほとんどないこともある。あるいは，実質的に自主性が皆無の事
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態も多いのではないか。前考の場合，フレヅキシブルな労働時間は個人参加の
労働時問とよぶことができる。もっとも，労働時間，その開始と終了の時刻は，
もともと団体交渉，労使協議の対象であって，その意味では労働組合や従業員
利益代表組織の意思ば，労働時問の設定に集団主義的に反映していたといえる。
だが，フレッキシブルな労働時間の規制には，労働者個人の意向がある程度，
はいり込むことにたる。
　さて，昨今，労働時間の短縮と弾力化がクローズ・アップされてきたのは，
いうまでもなく主としてテクノロジーの発展，とりわげマイクロエレクトロニ
クス（ME）化による職務の変化，就業者構造（サプライ・サイト）の変化の
事情，労働者の欲求・価値観の多様化，とりわげレジャーへの選好のたかまり，
ワークシェアリソグといった理由によるものであろう。これらは要するに就業
形態の多様化を求めるのであるが，フレッキシブルな労働蒔間の導入は，かか
る就業形態の多様化に相対応Lてい私労働蒔聞とは就業，雇用の時問的次元
のあらわれにほかならないからである。
　7レッキシブルな労働時問を導入するための大義名分には，3つのものがあ
げられている。もっとも頻繁に強調されるのは労働生活ないし労働の人問化で
あり，人問化公準である。労働時聞短縮はもちろん，人間化公準を掲げること
によって実現されてき㍍一概にぱいえないかもしれないが，仕事に追いまく
られる労働時問が短くなり，他の生活時間が拡大する事態は，より人間的生活
を送るうえで必要な前提であるということができるのではないか。
　しかL，労働時間にかかわる人聞化公準は，労働者が自らの労働時間の決定
に参加するときにこそ，犬いに実現をみるのではなかろうか。「この場合，主
として労働考が決定できることを眼目としており，つまり個人的要望どおりに
労働時間形態，その長さを先取りすることにねらいがある」12〕。E・ガウグラー
の表現を借りるなら，それは労働者に「かれの労働時間について最大限の自主
的な，また自己責任的な処置をあたえる」帽〕ものであって，それだけにフレッ
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キシブルな労働時問は，今日的な人問化公準に，もっともよく適っている，と
いえる。たとえぱ，朝よりも午後から夕方にかげて体調が良いひとは，体調に
合わせて労働時間を設定するとカ㍉午前中手持ち無沙汰な主婦がその時間だげ
パートタイムの労働を提供する，といったケースである。
　フレヅキシブルな労働時間を導入する，いまひとつの大義名分は「労働市場
にかかわる問題」，つまり雇用問題の解決に，それが幾分なりとも貢献すると
いうことにある。ワークシニアリソグの効果がこれによって期待される。西ヨ
ーロッパでは労働時問短縮は今日，主にワークシェアリングのために推進され
ようとしているのであるが14〕，それと重なり合った労働時問の弾力化にも，同
じ効果が期待されよう。W・H・シュッサーはフレッキシブルた労働時問の下
でのほうが，集団主義的に労働協約で定める画一的労働時問の下でよりも多く
の労働力を吸収しうることを主張している俺〕。
　しかし，フレッキシブルな労働時問の導入は労働の人問化や，雇用効果の期
待といった観点からのみおこなわれるとはかぎらない。企業の論理からLても，
フレッキシブルな労働時問の規制が必要な場合もありうるわけで，高い労務費，
上昇する賃金といった条件のあるところでは，とくにそうであ氏
まず，労働考を雇っているけれども，その労働力の発揮がないr空時聞」（Leer－
Zeit）があるとすると，労務費が高く，賃金が上昇している場合には，企業は
このr空時閻」を解消する必要がある。フレッキシブルな労働時聞の導入は，
この対応策のひとつになる。つぎに，よく指摘されるのは，フレッキシブルな
労働時問規制をおこなうときには，時問外労働手当を減らすことができる。既
存の人員の労働を延長して，時間外労働をやるのカミ有利か，それとも新規労働
力を雇うのがよいのかは，むずかLい選択問題かもしれない。G・グリューガ
ーのモデル㈲では，前老のほうが右利だとしているとい㍉だが、7レッキシ
ブルな規制をおこなって，時問外労働手当という付加的費用が生じないように
所定労働時間を設定することもできる。
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　なお，高労務費の時代には，労働者の欠勤時間を減らす工夫もなければなら
ない。西ドイツ’の経験では，固定的，画一的な労働時間管理では欠勤時間をも
たらすようた労働考行動が生じがちであるのに対し，フレッキシブルな規制は
労働老の欠勤時間を減らす傾向があるω。
　ちなみに，労働時問の弾力化には，企業とLての雇用調整上の機能も期待で
きる。とくにバートタイム労働者を短期の雇用契約によって雇っている場合に
は，再契約をしないことによって雇用調整をおこなうことがよういになる。も
っとも，企業によってこの措置が大々的におこなわれると，さきにあげたワー
クシェアリングとLての大義名分ば全く意味をなさなくなる。それぱかりカ㍉
労働の人聞化という大義名分も空虚なものになってLまうであろ㌔
　このほか，L．ヘルトとP．W．カルクにLたがうと帽〕・フレッキシブルた労
働時間において惇，生産量の変動に合わせて労働時間を調整しうるた串，労働
の密度はたかくなるL，また労働者の個人的な生活のリズムに合わせて労働時
間を設げるため，同様の結果が生じる。さらに，労働者に自主的に決定したと
いう感情をもたせることに成功するなら，積極的なモティベーショソ効果が期
待できる。
　ただ・付言しておくと・あとでふれるように・フレッキシブルな労働時問g
具体例としてあげられる制度下にある労働の少なからざる部分は，現実には一
般の固定的，画一的労働時間の下にある労働に比べ，労働条件は劣悪である。
こうした劣悪な状況を克服していくことも，労働時間の真実の意味での弾力化
をはかることと同時に必要である。
注（1）R・Schu1tz，G1eitende　Arbeitszeit，in：Handw6rterbuch　des　Persomlwesens
　　（hrsg．von　E．Ga1ユgler）Stuttgart1975－S．95．
（2）L．Held　md　P．W・Karg，Variab1e　Arbeitszeit－Anspmch　md　Wirklichkeit，
　　WSI　MitteiI㎜g㎝．8．1983．S．469．
　（3）　E・Gaugler，F1exib三1isiermg　der　Arbeitszeit，Zeitschrift　fiir　betriebswi㎡一
　　schaftliche　F0fschung．10．1983．S．859．
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（4）二神，前掲論文，参照。
（5）W．H．Schusser，Bausteine　z肚F1exib1Iisier㎜g　der　Arbeitszeit・Zeitschrift
　胞r　betriebswirtschaft1三che　Forschu口g．10．1983．S－885f．
（6〕　G．Gr直ger，Plallu口g　von　Einstenungen口ndむberst咀nden・1981・
（7〕E．Ulich，Fehlzeit，in：Handwδrterb1』ch　des　Perso口a1wesens・S・842・
（8）He1d　und　Karg，a－a・0・，S・240・
　7レッキシブル在労働時聞の制度は，われわれの時代の発明ではなく，中世
の手工業において存在していたL，小売・サービス業等はずっと長く，今日ま
でも様々なフレヅキシプルな労働時問制をとってきた。雇用労働の形態でなく，
労働形態一般ということなら，自営業や自由業の人びとの働く時閻も，この種
のものだということがでぎるかもしれない。工業部門においてすら，管理者や
渉外関係の一部にも，以前からフレッキシブルた勤務体制がとられていた。
　ガウグラーによると，固定的，画一的な労働時間を弾力化するには2つの主
た形態があるω。まず，西ドイツではしぱしぱスライド制の労働時間（g1eitende
Arbeitszeit）とよぱれるシステムが登場する。これはフレックス・タイムのこ
とである。同制度ぱ67年にミュソヘソの大企業で導入され・その後普及をみた。
西ドイツの場合，それは管理部門に導入され，同部門ではごく一般的な労働時
間管理のかたちになっているほどである。卸売・小売業，サービス業でもこれ
が活用されているL，メーカーでも研究・開発都門などで導入をみてい飢
　パートタイマーの労働時間もまた，固定的，画一的な労働時問とちがった形
態をとる。これが労働時間を弾力化する方向でのいまひとつの主要形態である。
西ドイツでいうバートタイム労働とは，フルタイム労働老と労働時間以外の労
働条件については同一条件のもとで労使が任意に，かつ無期限に締結する労働
関係をいう。いうまでもなく，労働時閻だげが労働協約上のそれよりも短いだ
げである。もっとも，日本ではパートタイム労働について，もっと融通性のあ
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るひろい解釈がおこなわれていて，パートタイム労働者とはr一日の所定労働
時問がその経営体の一般労働考よりも短いひと，あるいは一日の所定労働時問
が同じであっても，一週間の所定労働日数が一般労働者よりも少ない老」｛2］を
さしている。ちたみに，西ドイツのパートタイム労働のカテゴリーにおいては，
交替制勤務もふくまれる。いわゆるシフト労働の問題である。パートタイム労
働者の雇用，労働時問は当然のことながら，非常に多様である。H・ザイター
はパートタイム労働の形態を以下のように区別Lている1割。
　1）半日労働。1日4～6時問働く。
　2）ある問隔をとっての1日労働。小売業，サービス業においてみられる。
　3）夜間労働。交替制勤務をとっている，20時から23時までのシフトとか夜
　　警とかが例である。
　4）不定期労働。
　目本では周知のように，常用パートタイム労働老と臨時パートタイム労働者
が区別されている。
　このほか，西ドイツにはr労働時間の部分的弾力化」14〕とよぱれる仕方が小
売・サービス業などで以前から普及Lている。それは労働考が同僚と調整のう
え，また職場の要件も考慮のうえ，週あたり半目労働の日を選ぶのである。こ
の半日の休暇はしぱしぱ付加的な有給休暇の扱いにもなる。この仕方では，た
とえぱ週40時問という協定労働時間は労働者の労働時間の上限であり，個々の
労働者のほうは35時間働くというようになる。
　年間労働についても，弾力化といいうるものをあげることができ乱年次有
給休暇を労働者が望む時季にとることができるなら，それはやはり労働時間の
弾力化，とくに年問労働時間のそれを意味するであろう。アメリカやヨーロヅ
パでは労働者は，法的，労働協約上，その他の労使協定上あたえられた年次有
給休暇を完全に享受Lているのであるが，日本の場合にはあとでふれるように，
年次有絵休暇の消化率はわるく，その分，年問労働時間の弾力化はすすんでい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工O工7
　50　　　　　　　　　　早稲田商学第310号
ない，といいうる。
　さいごに，生涯労働時閻についても，弾力化と解釈できるこころみが進行し
ている。その終端のほうでは，選択定年制をあげることができる。画一的に定
年を設定するのではなく，労働老の希望に応じ，それ以前に退杜ができる。早
期に退杜した場合には，多くの退職金が支払われたり，年金受給年齢が繰り下
げられたりする。発端のほうでは，すでに進学レベルに応じた差別化がみられ
る。
　以上のように，労働時閻の弾力化，フレッキシブルな労働時問の導入がひろ
く，多様なかたちでみられる。以下においては，日本の事態を中心にフレッキ
シブルな労働時問の制度をとり上げ，解説する。もっともこれらがフレッキシ
ブルな労働時問のすべてではないが，主な方途はほぽ網羅Lている。
5主（1）　Gaugler，a・a・O一，S．861．
　（2）　日本の労働省はバートタイム労働をこのように規定している。
　（3〕H・Seiter，Teilzeitarbeit，in：Handw6rterbuch　des　Personalwesens．（hrsg．
　　von　E．Gaugler）．　Stuttgartユ975．S．1936．
　（4〕　Ga11gler，a．a．0．，S．863一
4
　フレヅキシブルた労働時問の主た制度には，つぎのようなものがありに〕，昨
今は非常に多様化していることがわかる。
　（1）フレックス・タイム
　（2）パートタイム労働
　（3）交替制勤務
　（4）年次有給休暇，夏季休暇
　（5）選択定年制
　これらのうち，フレックス・タイムとパートタイム労働と交替制勤務は，主
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として1日の労働時問と，それから週労働時間にかかわる制度であるのに対L，
年次有給休暇や夏季休暇は年間労働時問にむすびつく問題である。さいごの選
択定年制はすでに指摘Lたように，生涯労働時問の弾力化を意味する，と考え
ることができる。
　（ユ）フレックス・タイム
　労働時問の弾力化ということぱで，だれもがまず思い浮べるのは，フレヅク
ス・タイムだろ㌔フレックス・タイムはすでにふれたように，1967年に西ド
イツの大企業で導入をLて以来，西ドイツはもちろん，アメリカや日本でも同
制度を採り入れる企業がみられる。
　フレックス・タイムでは，1日の労働時問はコア・タイムとフレッキシブ
ル・タイムの2つの部分に分げられる。前考の時間帯においては全労働者が揃
っている。後老の時間帯において各労働老は出勤時刻と退杜時刻を選択でき私
Lたがって，同時問帯に労働考が全員揃うことはないであろう。図表Iでは，
7：00～10：00と15100～18：00がフレッキシブル・タイムであり，10：00～15：OO
がコア・タイムである。これだと，朝型のある労働者は7時に出勤してきて3
時に退杜できるし，早起の苦手なひとは10時に出杜Lて，6時まで働くかもL
れなれたい。ただ，フレックス・タイムでは1目，1週，1ヵ月といった一定
期問に労働考が労働すべき時間の長さが定められてい飢通常は1日であって，■
たとえぱ8時間というようにたっている。1週，1ヵ月となるにつれ，従業員
時刻7007：O0　　　　　　　　　　10：00　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15：00　　　　　　　　　18：OO
フレッキシブル コア・タイム 7レッキシプル
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の7レックス・タイムの時間帯での裁量の余地は大きくなる。
　なお，1週，1ヵ月の期問についてフレヅクス・タイムを実施する場合，労
働老にrタイム・バンク」をもたせる仕方もある。つまり，労働老は時間の貸
借をもつわげであって，1週40時問制だとすると，ある週に43時間働いたひと
は3時間の貸しがあって，別の週においてそれを相殺しうる。逆の処置もおこ
なわれる。こうした労働時問制であると，労働者の労働時問に関する裁量はい
っそう拡大することになる。
　すでにのべたように，フレックス・タイムは日本でも，いくつかの企業で運
営されているので，そのひとつのケースをとり上げてみよう。
　ルフトハンザ・ドイツ航空日本支杜では，フレックス・タイムを73年以来導
入し，今日まで運営している。同杜の制度では，コア・タイムが10～16時であ
り，この問に昼休み1時問が自由にとれる，つまりH．G．ヘネマンたちのいう
フレッキシブルたラソチ・タイムを伴ったフレヅクス・タイムである②。フレ
ッキシブル・タイムのほうは7～10時と16～19時である。同杜は完全遇休2日
制をとっており，1日の拘束時間は8．5時問，労働時間7・5時間である。月単
位での時間の貸借は5時間を上隈としている。
　（2）パートタイム労働
　ここにいうパートタイム労働の担い手，パートタイム労働者とは，西ドイツ
での意味でなく，日本で一般にいわれているとおり，1日の所定労働時間がそ
の経営体の一般労働者よりも短いひと，あるいは一日の所定労働時問が同じで
あっても1週間の所定労働日数が一般労働考よりも少ない者をさす。こうLた
パートタイム労働者が錬売・小売業を中心として第3次産業に多くなっている
のは，周知のとおりである。もっとも，これはひとり日本ぱかりでなく，世界
的傾向といえる。しかも，労働省のr雇用管理調査」によると帽］，今後の動向
に関L，r現状不変」とする企業が59．9パーセソト，「現状より高くなる」と
するのが27・9パーセソトであるから，パートタイム労働は現状どおりか，増
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加する傾向にある。
　いうまでもなく，パートタイム労働の担い手となるのは大部分が女子であ私
こうしたパートタイム労働とその担い手の実状に関してはすでに多くの資料・
文献がある｛4〕。
　ただ，パートタイム労働を労働時間の弾力化の観点からとり上げたことは，
日本ではこれまでになかったと思われる。もっとも，日本のパートタイムは以下
において分析するように，ここでいう労働時間の弾力化のために必ずしも生成
したものではない部分もある。それどころカ㍉パートタイム労働者の労働条件
は正規労働考のそれと比較するとき，西ドイツの定義とは裏腹に劣悪なのであ
る。賃金，フリンジベネフィヅト，職場環境，昇進などの点ではむしろ，非常
に問題が多い。労働時間の弾力化という面では積極的に評価できる状況にある
パートタイム労働老は，一部にすぎないであろう。だが，この就業形態が労働
時間のうえで前向きにとらえるべきモメントをもつことは否定できない。
　さて，日本の企業でパートタイム労働老を採用した理由だが，r雇用管理調
査」によると，r仕事の内容がバートタイム労働考で間に合うため」（63．1パー
セント）とr人件費が割安となるため」（29．2パーセソト）がそれぞれ1位な
らひに2位を占め，ついでr生産（販売）量の増減に応じて雇用量調整が容易
であるため」という理由があがっている。とりわげ卸売・小売業では1位と
2位の理由が占めるウエイトが大きい（67．7パーセントと33．2バーセント）。
一方，女子パートタイム労働老が働きに出る理由としては，「一応の生活はで
きるがゆとりをもちたいから働きに出ている」が35．7パーセント，「生活のため
に働きに出ている」が22．7バーセソトである。ついでr時間があまっているので
働きに出ている」が7．8パーセソトという順になっている。なお，正規女子労働
考ではr生活のために働きに出ている」が36．3パーセント，「一応の生活はで
きるがゆとりをもちたいから働きに出ている」は32．4パーセントの回答であっ
て，パートタイム労働老の場合とは順位が逆になっている。ちなみに，「時間
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があまっているので働きに出ている」はわずかに1．6パーセントしかない。
　こうした調査結果をみると，企業側のパートタイム労働導入の動機は，おそ
らく職務内容の変化等の条件も手伝って人件費の節約，雇用調整などにあり，
一方，正規女子労働者になる層とは若干ちがった層が，パートタイム労働の担
い手となっていることがわかる。さて，正規労働とパートタイム労働を区別す
るのは，労働時間にあったわげであるが，後者に関して前考ほどに労働条件が
明示されていない。労働時問についてもそうであって，始業・終業時刻および
休憩時問を「明示している企業」は89．4パーセントに達するものの，r口頭で
説明」するのが61．1パーセ＝■ト，休日を明示Lているものの（82．6バーセソト）
口頭で説明するのが55パーセント，年次有給休暇等に関しては，明示している
のは37．8パーセソト，書面を交付するのはわずか11．6パーセントにすぎない。
また，企業はパートタイム労働者の雇用契約期間を定めずにかれらを雇ってい
る（約60パーセソト）。もっとも，大企業では，契約期間の定めがあるところ
が多い（たとえぱ・5000人以上の規模では86．6パーセソト）。雇用契約期間に
は「1日」，「1日をこえ7日以下」のケースもそれぞれわずかながらあるが，
一番多いのはr6ヵ月をこえ1年以下」であって，44．6パーセントに達する。
ついで，「2ヵ月をこえ4ヵ月以下」（21，7パーセント）と，「1ヵ月をこえ2
ヵ月以下」が20．4パーセントとなっている。こうした結果をみると，パートタ
イム労働者の雇用契約期間は1ヵ月以下のケースは珍しく，1～4ヵ月ならび
に6～12ヵ月の場合が非常に多い。しかも，雇用契約期間が終了とともに，雇
用が終わるのではなく，再契約の締結がある。パートタイム労働者の在職期問
をみると・常用パートタイム労働者では5年をこえる者が30．7パーセソト，
3～5年が16パーセソト，1～3年が24．8バーセ＝■トとなっている。
　さて，パートタイム労働を，フレヅキシブルな労働時問との関違でながめう
るためには，労働時間についての話し合いにおいて，パートタイム労働老があ
る程度，自らの都合をそれに反映できなけれぱならない。労働省のrパートタ
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イム労働対策要綱」ではr使用考は，パートタイム労働考の労働時間を定める
に当たっては，当該パートタイム労働考の事情を十分考慮するように努めるも
のとする」としている。だが，この点に関してのデータは欠如Lている。げれ
ども，ヨーロッパでは，当該労働者の意向も考慮Lて，パートタイムの時問帯
が設定されるケースが少たくない。とりわげ，60歳以上といった高齢老につい
て，ワークシェアリングの一環として，当該労働者が希望すれぱ，都合のよい
時問帯でのパートタイム労働への切りかえがおこなわれる。イギリスの高齢者
パートタイム職務解除制度（Part・time　job　release　scbeme）などがその具体
例であろう。当制度では62～64歳の男子労働者と59歳以上の女子労働者が適用
の対象となっている。
　（3）交替制勤務
　交替制勤務（sift　work）とは，2組以上に分けられた労働者がシ7トごとに
異なった時刻に就業し，一定期日ごとに就業時刻の転換をおこなうものをいう。
正常勤務と交替制勤務との決定的差異は，前考が正常な昼閻の時間に働くのに
対し，後者では別様の勤務の仕方をする点にある。生産技術や市場要件からし
て，正常勤務からのズレが大きくたると，なんらかの交替制勤務を導入せざる
をえない。
　交替制勤務では労働者は自らの始業時刻と終業時刻を選択できるわけではな
い。その意味では交替制勤務はフレヅキシブルな労働時間制ではない。それど
ころか，深夜のシフトなどは人が嫌がるのでは在かろうか。しかも，交替制勤
務は高炉作業のごとく，生産上24時間操業が好まLいとか，電話交換作業のよ
うに，杜会的に24時間サービス体制が必要であるといった，つまり労働老側の
要望をこえたところで生成する。いな，それは労働者側にかたりの犠牲を強い
ながら運営されている，といえる。
　P・J・スローソによると，調査結果からLても，交替制勤務は労働者に多く
のマイナスの作用を及ぼしている，という㈲。たとえぱ，一般の労働者に比し，
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図表皿　交替制の有無及び交替割形態別企業数の割合
（単位：劣）
企業規模　合計
　　交替制を採用Lている企業　　　　交替制を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　採用Lて計E交暮1…交寒…交暮■豊交葛轟その他茎な裏
企業規模計　100，015－8（100，O）（43．3）（6．2）（20．4）（7，3）（15．7）（7．1）　84．2
1・000人以上100・049・7（100・0）（33・6）（4．0）（28．5）（21．O）（7．8）（5．2）　50．3
100～999人　100，024．5（100．0）（41．8）（5．5）（24．7）（9．1）（14．4）（4．4）　75，5
30～99人　100・011・2（100－O）（蛆8）（7・O）（ユ5．6）（3．9）（18．O）（9．6）　88．8
（注）企業において最も多くの労働者が適用されている交替制についてみたものであるo
　　（出所・労働省統計情報部編，昭和58年度，賃金・労働時間制度の実態）
低業績だし，職務満足の度合もひくいし，欠勤率はたかいし，災害件数も多い。
交替制勤務が労働者に及ぼす悪影響については，多くのことが語られている。
日本では，大企業を中心に交替制勤務が少なからずおこなわれている（従業員
1000人以上の企業49．7パーセソト，100～900人のところが24．5パーセント）だ
げに，間題は等閑視できない（図表皿参照）。
　だが，それにもかかわらず，交替制勤務は全労働老が画一的労働時閲のもと
に働いていない点において，場合によっては，フレッキシブルな労働時問制に
近くなる。西ドイツでは，食用油，パソ，飲料などの食品業，接客・欽食業，
木材合成品などの部門において，83年以降，交替制勤務のうち，とりわけナイ
ト・シフトの場合を中心に何回かの勤務をすれぱ，1シフト分の有給自由時間
があたえられる制度が運用されるようになっている。その場合，高齢者には特
別に有給自由時間が付加される。また，交替制勤務にフレックス・タイムを加
味した複合制度もある。
　（4）年次有給休暇，夏季休暇
　年次有給休暇制度においては，一定期問勤務し，一定の条件を満たしている労
働考に対し，年問にある日数の右給の休日があたえられなけれぱならない。そ
の年次有給休暇は労働考が請求した時季にあたえなげれぱならないから，労働
時問の弾力化にかかわる問題が，ここにあるわけである。日本の労働基準法に
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図表皿　労働着1人平均の年次有給休暇の付与日数，1）
　　　敢得目数及び取得率　（企業規模30人以上）
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資料出所労働省「賃金労働時悶制度総合調査」
（注）1）「付与日数」とは．前年叉は前隼度において，労働着に付与された年次有給休
　　6震目婁吏（豊果走彗目菱吏を王余く）をし・う
よると，「使用考は，一年閻継続勤務L全労働日の八割以上出勤Lた労働老に
対L，継続L，叉は分割Lた六労働日の有給休暇を与えなげれぱならない」
（第39条1）。そして，「使用考は，二年以上継続勤務した労働者に対Lては，
二年を超える継続勤務年数一牢について，前項の休傲こ一労働日を加算した有
給休暇を与えなげれぱならない。……」（同条・2）。もっとも，総目数が20日
をこえる場合には，20日をもって最高隈度とす私ただ，労働協約，就業規則
などのなかで，特別の規定を設けたときは別であ乱
　ところで，日本の企業でば労働考ひとり当りの年次有給休暇の規則上の取得
可能な日数，ならびに実際の取得日数が少ないといわれている。図表皿による
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と，1982年におげる平均取得日数は8．7日であり，平均取得率は57．6パーセン
トである。もっとも，従業員数1000人以上では10．3目，59．5パーセントである
が，30～90人の規模にあっては7．2日，56．3バーセントにダウンLている。業
種別にみると，卸売・小売業と金融保険業において平均取得日数がひくく（6．7
日と7．6日），また平均取得率がわるい（48．2パーセントと46，6パーセント）の
が目立つ。
　日本の企業で年次有給休暇の消化がよくないのは，職場が繁忙であることに
もよるが，日本人が今のところ勤勉であり，余暇志向がよわいせいかもしれな
い。日本的経営において同僚や敢引先に迷惑をかけるのを偉る気持も，こうし
た結果を生む。いずれにしても，年次有給休暇の取得がわるいことが，目本の
長い年間総労働時問の一因であるし，また労働時問の弾力化が進捗Lない，ひ
とつの理由でもある。
　なお，最近，大企業を中心に拡がりつつある夏季休暇も，労働蒔閻の弾力化
につながる側面をもっている。労働省労働基準局の82年の調査によると，上場
企業を中核とする116杜のうち，本杜部門において制度として夏季休暇のある
ところは73杜であり，7割近い大企業では，夏の一定期問に連続休暇をとるよ
うにしている。この時期は7月下旬から8月上旬と8月中旬に集中している。
夏季休暇の日数は3目以下とする企業がもっとも多く，ついで4日，5目の順
になってい孔なかには10目に及ぶところもある。なお，夏季休暇に週休日，
年次有給休暇などを組み合わせるところも多い。
　ところで，夏季休腰を全従業員が一斉にとる場合が47杜，交替でとるところ
が26杜となっている。労働省は夏季一斉休暇をとることを奨励している。この
仕方でやれぱ，労働時間短縮上の効果は大きい。それは当該企業ぱかりでなく，
関連する企業，とくに下請企業などにも，業務の遂行に支障が生じ，そうした
企業も夏季一斉休暇に踏み切らざるをえなくなるからである。こうしたいわぱ
二次効果，さらには三次，四次の効果によって，労働時間短縮はいっそう進行
　1026
　　　　　　　　　　　　　　労働時問の弾カ化　　　　　　　　　　　　　59
するであろう。だが，労働考同士が話し合いをして，交替で夏季休暇をとる仕
方をとるとすると，労働時間が弾力化する。もっとも，こうした交替の仕方で
は，一斉休暇の場合ほどに時問短縮効果は生じないかもLれない。しかし，労
働者は自らの欲する時期に休暇を過すことができるL，特定時期に特定の場所
が非常に混雑するといった事態も，かなり解消できるかもしれない。黄金週問
を一斉休馴こするという最近の提案についても，同じことがいえる。
　（5）選択定年制
　目本の企業はもちろん，アメリカ，西ヨーロッバ等の企業にも，定年割があ
る。前考の定年は労働者が一定の生理的年齢に達すると（たとえぼ，60才），企
業を退職するという意味であるが，後者では定年とは労働生活から引退して，
年金生活に入ることを含意とLている。定年制は内外でいま，高齢老問題ない
し雇用間題の深刻化とともに手直しを受けているのは周知のとおりであるが，
労働時問の弾力化との関係においては，選択定年制という新制度をとり上げる
ことができよう。それは定年延長の動向とば一見，逆の仕方の措置であって，
労働者が定年より早い所定の年齢層に達Lたとき，当該労働考から退職の申し
出があれぱ，退職条件について定年退職と同じ扱いをする。それはまた自由定
年制ともよぱれる。さらに，早期退職を奨励するため，より有利な退職条件を
つげれぱ，早期退職優遇制になる。
　選択定年制は企業にしてみれぱ，「過剰感」のある高齢労働老を早期に杜外
に出すというメリットがあるが，当該労働者にとっても，早期の退職を契機に
その後の人生コースに関して多様な選択ができる利点があ孔むろん，選択定
年制には問題点もあって，とりわげこの制度の対象となる年齢層の労働者の毛
ティベーションを引き下げる作用のあることが指摘されてい乱
　なお，選択定年制に似たものは西ヨーロヅパにもみられ，ワークシェアリン
グの視点から，高齢労働考は自らの引退を早めるかどうかの選択をすることが
できる。イギリスでは政府によってこのような早期退職奨励制度が運用されて
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いる。
注（1）フレッキシブルな労働時間について，以下のような分類もあ飢
　　1）　1目の労働時間のなかでの弾力性
　　2）　フレッキシブルなラソチタイムを随伴した，1日の労働時問のなかでの弾力性
　　3）　週労働時問のなかでの弾力性
　　4）　月次労働時問のなかでの弾力性
　　5）　繰越Lをみとめた月次労働時間のなかでの弾力性
　　6）　繰越Lとコア・タイムを随伴した月次労働時間のなかでの弾力性
　（A．S．Glickman　and　Z－H．Brown，Changing　Schedules　of　Work，Ka1amazoo
　Michigan　1974一）
（2）H．G．Heneman，D．P．Schwab，J．A－Fossum　and　L．D．Dyer，Personnel．
　Human　Resource　Management，Georgetown，0ntario1980－p．558。
〈3）労働省，雇用管理調査，昭和58年。
（4）たとえば，つぎの文献などにはパートタイム労働者について，包括的で詳細な記
　述がある。パートタイマー白書・女子パートの新しい雇用開発に向けて，産業労働
　調査所，昭和59年。
（5）P・J・Sloane，Economic　Aspects　of　Shift　and　Night　Work　in　Industriali2ed
　Market　Economies，Intemational　Labor　Review1978・117・p・129f・
5
　以上，フレッキシブルな労働時間の多様な導入の仕方，ならびに日本や外国
での現況についてのべたのであるが，むろん，フレッキシブルな仕方のすべて
を網羅してはいない。たとえぱ，フレッキシブルな昼食時間，休暇蒔間のとり
方なども，この関連でとり上げうるし，在宅勤務，サテライト勤務にかかわる
労働時間的問題も，今後は検討しなげれぱならたいであろ㌦
　冒頭でふれたように，昨今は労働時間短縮と重なり合うかたちで，労働時問
の弾力化が内外ですすめられようとしており，現在の多様化の時代，選択の時
代を反映した労働時間のあり方として大いに注目すべきだと思われる。
　もっとも，一般的にいって，フレヅキノフルな労働時問が従来の集団主義的
で固定的，画一的な労働時問にとって代わるほどの存在では，今のところない
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し，近未来に前者が後老を凌駕してしまうとも考えられない。そうした見通し
に立って労働時間管理をおこなうことが大切である。したがって・労働時問の
弾力化は，経営体の従業員の統一的な労働時間のワクを念頭においたうえです
すめなけれぱならない。その好例がフレックス・タイムであろう。だから，フ
レヅキシブルな労働時間規制は固定的労働時問を基礎にして，選択的に考案さ
れる。後老は前者を補完するという性格をもっている，と考えるべきであろう。
また，フレヅキシブルな労働時間の導入に低抗がつよいようなとき，多くの従
業員が伝統的形態を好んでいるところでは，導入しないほうがよいであろう。
　さて，企業が労働時間を弾力化しようとするとき，その意思決定に関し・ど
んなツェーマが描げるであろうか。いま，就業のサプライ・サイドの価値基準
を労働の人問化というように表現し，企業の価値基準を生産性だとすると，図
表vのようなマトリックスが描かれよう｛1］。もっとも，自主的決定の意味に限
定するとLても労働の人間化といい，また生産性といっても多義的であって，
このマトリックスはオベレーショナルな性格をもちえないと思う。それは考え
方をしめすにすぎない。フレヅクス・タイムやパートタイム労働の導入，年次
　　　　　　　　　　　　　　　　図表y
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有給休暇の拡大など，労働時問の弾力化をはかるとき，それが生産性の向上も
労働の人間化もともに約束するとき，かかる措置は比較的受げ入れられよう。
Aの領域がそうである。生産性は向上するが，Dの領域での措置，つまり労働
の人間化のうえでは変化がない措置は，企業が推進することに熱心だろう。B
の領域での措置は，労働考，労働組合の要求事項になる。CとGの領域におい
ては，労使間にコンフリクトが生じる。これらの領域では労使の利害の調整が
重ねられることになる。企業の生産性向上の要求をどうしても優先させざるを
えないとき，Gの領域での措置がとられる。また，労組の力がつよいとき，な
いL内外の労働市場が売手市場の場合，Cの領域での措置がとられるかもしれ
たい。E，F，H，Iの領域は問題にならない。
　労務管理の分野でいえぱ，労働時問の弾力化は必ずLも孤立的に生じている
現象ではない。多様化の時代，選択の時代のなかで，労務管理にもかかる時代
への対応が要誇されている。たとえぱ，カ7エテリア・システムや選択定年制
などがその好例であ私選択定年制にはすでにふれた。カフェテリア・システ
ムはアメリカ，西ドイツ等の企業で実践されているものであって，企業が提供
する一定の様々な付加給付のいくつかを，労働老に自由に選択させるシステム
である一2〕。このr一定の様々な付加給付」のなかには，より多くの年次有給休
暇，より短い週労働時間や1日の労働時問，早期の年金受給開始などもふくま
れている。労働時問の弾力化はこうLたシステムとも結合することによって，
労働のサブライ・サイドと需要サイドの調整は，いっそう広範囲におこなうこ
とができるようになる。
注（ユ）　Gaugler，a．a．O一，S．863。
　（2）D．Wagner，Cafeteria－Systeme　in　Deutschland，Personal．Mensch　md　Arbeit．
　6．1982．S．234．
（本論文は早稲田大学特定課題研究による研究成果の一部である。）
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